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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第93期

第1四半期
連結累計期間

第94期
第1四半期

連結累計期間
第93期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 5,634 5,464 23,196

経常利益 (百万円) 411 162 1,733

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純利益

(百万円) 230 59 996

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △137 △4 848

純資産額 (百万円) 35,191 35,972 36,177

総資産額 (百万円) 46,667 47,238 49,057

1株当たり四半期(当期)純利益 (円) 105.24 27.06 454.60

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 73.50 74.06 71.74
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間において、当社及び当社グループ会社において営まれている事業の内容に重要な変更はあ

りません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　

 

EDINET提出書類

株式会社ＲＫＢ毎日ホールディングス(E04382)

四半期報告書

 2/17



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識して

いる主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 
(1)財政状態及び経営成績の状況

（経営成績）

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかながらも回復に向けた動きを見せる一方で、急激な円安

や資源・エネルギー高による消費への影響が懸念されており、更には長期化が見込まれるウクライナ情勢などを要

因に、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　そのような状況の中、主力事業である放送事業収入は、主力商品であるテレビスポットＣＭの受注が景気の不透

明感や物価の上昇の影響等により減収となりました。一方、システム関連事業収入は、機器販売が好調であったた

め増収となりました。その結果、当第1四半期連結累計期間の経営成績は、売上高54億64百万円（前年同期比 3.0%

減）で減収となり、営業利益は71百万円（前年同期比 78.9%減）、経常利益は1億62百万円（前年同期比 60.6%

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は59百万円（前年同期比 74.3%減）となりました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①放送事業

放送事業は、収入36億24百万円（前年同期比 5.2%減）、営業利益9百万円（前年同期比96.5％減）となりまし

た。

テレビ部門は、収入33億69百万円（前年同期比 5.1%減）となりました。主力商品であるスポット収入は、アル

コール飲料等が前年同期を上回りましたが、自動車、食品や洗剤・トイレタリなどメーカーからの出稿が全般的

に低調で7.4％減となりました。タイム収入は、女子プロゴルフトーナメント「ほけんの窓口レディース」の有観

客開催や3年ぶりに野外コンサート「福岡音楽祭　音恵２０２２」を開催しましたが、テレビショッピング番組等

が減少したため2.2%減となりました。

ラジオ部門は、収入2億55百万円（前年同期比 5.8%減）となりました。法律事務所等の出稿が前年に比べ低調

でスポット収入は12.8%減、タイム収入も5.7%減となりました。

 

②システム関連事業

システム関連事業は、収入13億81百万円（前年同期比 19.1%増）、営業利益15百万円（前年同期比 37.0%減）

となりました。大口の機器販売等で増収となったものの、ＳＩサービス部門の売上が減少したことなどから利益

面では減益となりました。

 

③不動産事業

不動産事業は、収入2億59百万円（前年同期比 3.1%増）、営業利益2億62百万円（前年同期比 0.7%減）とほぼ

前年並みで推移しました。

 
④その他事業

その他事業は、収入1億98百万円（前年同期比 50.3%減）、営業損失28百万円（前年同期は営業損失12百万円）

となりました。催事部門では「ライデン国立古代博物館所蔵　古代エジプト展」、「ブルーマングループ　ワー

ルドツアーＩＮ　ＪＡＰＡＮ　２０２２　福岡公演」等を開催しました。しかしながら、前年同期に比べイベン

トの件数が少なく、また大きな案件もなく減収減益となりました。
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（財政状態）

当第1四半期連結会計期間末の総資産は、472億38百万円と前連結会計年度末と比べ18億18百万円減少しました。

これは主に、回収により受取手形、売掛金及び契約資産が15億27百万円減少したことによるものであります。

　当第1四半期連結会計期間末の総負債は、112億66百万円と前連結会計年度末と比べ16億13百万円減少しました。

これは主に、支払等により流動負債のその他に含まれる未払費用が6億76百万円、未払法人税等が4億78百万円減少

したことなどによるものであります。

　当第1四半期連結会計期間末の純資産は、359億72百万円と前連結会計年度末と比べ2億5百万円減少しました。こ

れは主に、配当金の支払等により利益剰余金が1億37百万円及び株価の下落によりその他有価証券評価差額金が76百

万円減少したことによるものであります。

 
(2)研究開発活動

　特記すべき事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第1四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年8月8日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,240,000 2,240,000 福岡証券取引所
単元株式数は

100株であります。

計 2,240,000 2,240,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年4月 1日～
2022年6月30日

― 2,240 ― 560 ― 4
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2022年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2022年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 47,800

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,186,000
 

21,860 ―

単元未満株式 普通株式 6,200
 

―
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 2,240,000 ― ―

総株主の議決権 ― 21,860 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式42株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2022年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ＲＫＢ毎日
ホールディングス

福岡市早良区百道浜
二丁目3番8号

47,800 ― 47,800 2.13

計 ― 47,800 ― 47,800 2.13
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(2022年4月1日から2022年6月30

日まで)及び第1四半期連結累計期間(2022年4月1日から2022年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,280 12,195

  受取手形、売掛金及び契約資産 4,005 2,477

  棚卸資産 207 184

  その他 2,668 2,777

  貸倒引当金 △5 △7

  流動資産合計 19,155 17,627

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 5,623 5,554

   機械装置及び運搬具（純額） 587 533

   土地 13,517 13,517

   その他（純額） 2,317 2,237

   有形固定資産合計 22,046 21,843

  無形固定資産 212 195

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,209 5,138

   その他 2,434 2,435

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 7,642 7,572

  固定資産合計 29,902 29,611

 資産合計 49,057 47,238

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 477 380

  未払法人税等 506 27

  その他 3,837 2,928

  流動負債合計 4,821 3,337

 固定負債   

  退職給付に係る負債 4,556 4,514

  その他 3,500 3,414

  固定負債合計 8,057 7,929

 負債合計 12,879 11,266
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 560 560

  資本剰余金 4 4

  利益剰余金 33,808 33,670

  自己株式 △184 △184

  株主資本合計 34,188 34,050

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,090 1,014

  退職給付に係る調整累計額 △85 △77

  その他の包括利益累計額合計 1,005 936

 非支配株主持分 984 985

 純資産合計 36,177 35,972

負債純資産合計 49,057 47,238
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 5,634 5,464

売上原価 3,442 3,546

売上総利益 2,192 1,918

販売費及び一般管理費 1,853 1,846

営業利益 338 71

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 61 73

 その他 12 18

 営業外収益合計 74 91

営業外費用   

 支払利息 0 0

 その他 0 0

 営業外費用合計 0 0

経常利益 411 162

特別損失   

 投資有価証券評価損 0 -

 特別損失合計 0 -

税金等調整前四半期純利益 411 162

法人税等 174 97

四半期純利益 236 64

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 230 59
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 236 64

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △380 △76

 退職給付に係る調整額 6 7

 その他の包括利益合計 △374 △68

四半期包括利益 △137 △4

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △142 △9

 非支配株主に係る四半期包括利益 4 4
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することとしております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第1四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年６月30日）

当第1四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年６月30日）

減価償却費 285百万円 270百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第1四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年6月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月29日
定時株主総会

普通株式 164 75 2021年3月31日 2021年6月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第1四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年6月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年6月29日
定時株主総会

普通株式 197 90 2022年3月31日 2022年6月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第1四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年6月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益分解情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２放送事業

システム
関連事業

不動産事業 その他事業 計

売上高
　テレビ放送
　ラジオ放送
　システム関連
　その他

 
3,551
271
―
―

 
―
―

1,160
―

 
―
―
―
―

 
―
―
―
398

 
3,551
271

1,160
398

 
―
―
―
―

 
3,551
271

1,160
398

顧客との契約から生じる収益 3,823 1,160 ― 398 5,382 ― 5,382

その他の収益 ― ― 252 ― 252 ― 252
 

 外部顧客への売上高 3,823 1,160 252 398 5,634 ― 5,634

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

26 21 207 361 617 △617 ―

計 3,850 1,181 459 759 6,251 △617 5,634

セグメント利益又は損失(△) 263 24 264 △12 539 △201 338
 

(注)１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△201百万円には、セグメント間取引消去0百万円、当社における

子会社からの収入42百万円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△243百万円が含まれており

ます。全社費用は、当社のグループ経営管理事業に係る費用であります。

　　２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年6月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益分解情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２放送事業

システム
関連事業

不動産事業 その他事業 計

売上高
　テレビ放送
　ラジオ放送
　システム関連
　その他

 
3,369
255
―
―

 
―
―

1,381
―

 
―
―
―
―

 
―
―
―
198

 
3,369
255

1,381
198

 
―
―
―
―

 
3,369
255

1,381
198

顧客との契約から生じる収益 3,624 1,381 ― 198 5,204 ― 5,204

その他の収益 ― ― 259 ― 259 ― 259
 

 外部顧客への売上高 3,624 1,381 259 198 5,464 ― 5,464

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

25 24 207 404 661 △661 ―

計 3,650 1,405 467 602 6,125 △661 5,464

セグメント利益又は損失(△) 9 15 262 △28 258 △186 71
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(注)１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△186百万円には、セグメント間取引消去0百万円、当社における

子会社からの収入37百万円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△224百万円が含まれており

ます。全社費用は、当社のグループ経営管理事業に係る費用であります。

　　２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第1四半期連結累計期間

(自 2021年4月1日
至 2021年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2022年4月1日
至 2022年6月30日)

　 1株当たり四半期純利益 105円24銭 27円06銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 230 59

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利
益(百万円)

230 59

   普通株式の期中平均株式数(千株) 2,192 2,192
 

（注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象）

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年８月８日

株式会社ＲＫＢ毎日ホールディングス

　取 締 役 会           御 中

 

有限責任監査法人トーマツ

     福 岡 事 務 所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 増   村   正   之  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 室   井   秀   夫  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＲＫ

Ｂ毎日ホールディングスの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022

年４月１日から2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＲＫＢ毎日ホールディングス及び連結子会社の2022

年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保

持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半

期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する

四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表

の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四

半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示

していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

 
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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